
調査結果のあらまし(常用労働者)

１　賃金

 (1) 事業所規模５人以上

　２月の現金給与総額は、規模５人以上で前年同月比 1.3％増加の 346,017円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 2.6％減少、情報通信業 2.0％減少、卸売業，小売業
0.7％増加となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 1.7％増加の 335,606円となった。
また、所定内給与は、同 1.4％増加の 312,667円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 2.1％増加、情報通信業
0.9％減少、卸売業，小売業 0.8％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 2.7％減少となった。

（図１、表１、統計表第15表）

 (2) 事業所規模30人以上

　２月の現金給与総額は、規模30人以上で前年同月比 1.6％増加の 386,005円となった。
　主な産業別に前年同月比を見ると、製造業 3.9％減少、情報通信業 2.5％減少、卸売業，小売業
0.6％減少となった。
　現金給与総額のうち、きまって支給する給与は、前年同月比 1.9％増加の 373,494円となった。
また、所定内給与は、同 1.6％増加の 345,599円となった。
　主な産業別にきまって支給する給与の前年同月比を見ると、製造業 0.6％増加、情報通信業
1.3％減少、卸売業，小売業 0.6％増加となった。
　実質賃金指数（現金給与総額）は、前年同月比 2.4％減少となった。

（表１、統計表第15表）
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図１ 賃金の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－



令和５年２月分

（単位：　円・％）

前 年
同 月 比

前 年
同月比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 346,017 1.3 335,606 1.7 312,667 1.4 22,939 10,411

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 615,969 5.3 613,336 5.0 573,121 6.3 40,215 2,633

建 設 業 430,308 0.0 425,443 -0.3 390,571 -0.9 34,872 4,865

製 造 業 402,569 -2.6 392,586 2.1 369,227 2.2 23,359 9,983

電気・ガス・熱供給 ・水 道業 562,600 20.7 496,749 7.7 438,569 6.4 58,180 65,851

情 報 通 信 業 418,335 -2.0 409,355 -0.9 373,539 -1.4 35,816 8,980

運 輸 業 ， 郵 便 業 389,145 13.1 370,782 12.7 325,466 12.0 45,316 18,363

卸 売 業 ， 小 売 業 342,994 0.7 332,492 0.8 315,425 0.9 17,067 10,502

金 融 業 ， 保 険 業 524,709 4.4 461,154 -0.2 428,916 0.2 32,238 63,555

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 389,061 -3.1 370,611 -3.2 346,886 -2.2 23,725 18,450

学術研究，専門・技術サービス業 431,030 -3.3 427,432 0.4 400,486 1.0 26,946 3,598

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 161,951 8.7 160,013 8.4 150,709 6.4 9,304 1,938

生活関連サービス業 ，娯 楽業 255,257 2.5 245,008 -0.2 238,208 0.5 6,800 10,249

教 育 ， 学 習 支 援 業 306,825 -1.4 302,916 -2.3 293,221 -3.0 9,695 3,909

医 療 ， 福 祉 288,662 5.6 287,456 5.8 269,469 4.2 17,987 1,206

複 合 サ ー ビ ス 事 業 352,637 7.8 352,143 7.8 321,818 6.1 30,325 494

サービス業（他に分類されないもの） 292,317 4.4 287,161 4.5 264,096 4.9 23,065 5,156

調 査 産 業 計 386,005 1.6 373,494 1.9 345,599 1.6 27,895 12,511

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 615,969 5.3 613,336 5.0 573,121 6.3 40,215 2,633

建 設 業 456,174 -2.5 452,323 -2.4 412,885 -2.8 39,438 3,851

製 造 業 430,322 -3.9 417,816 0.6 389,935 0.6 27,881 12,506

電気・ガス・熱供給 ・水 道業 591,375 19.4 510,343 4.2 443,286 2.7 67,057 81,032

情 報 通 信 業 425,981 -2.5 416,970 -1.3 378,692 -1.8 38,278 9,011

運 輸 業 ， 郵 便 業 394,397 13.0 374,750 12.9 327,060 12.4 47,690 19,647

卸 売 業 ， 小 売 業 397,201 -0.6 386,408 0.6 363,892 0.4 22,516 10,793

金 融 業 ， 保 険 業 548,769 4.5 472,645 -1.4 436,388 -1.2 36,257 76,124

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 425,128 3.1 401,238 1.4 375,109 2.5 26,129 23,890

学術研究，専門・技術サービス業 458,812 -3.4 454,625 0.7 425,455 1.5 29,170 4,187

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 241,029 17.7 238,306 17.5 227,988 15.9 10,318 2,723

生活関連サービス業 ，娯 楽業 280,636 6.1 263,188 0.5 253,662 1.7 9,526 17,448

教 育 ， 学 習 支 援 業 345,182 -3.3 342,225 -3.8 330,614 -4.9 11,611 2,957

医 療 ， 福 祉 320,001 6.4 319,059 6.6 294,694 4.3 24,365 942

複 合 サ ー ビ ス 事 業 370,706 11.2 370,020 11.4 326,072 8.7 43,948 686

サービス業（他に分類されないもの） 292,252 6.2 287,506 6.3 263,482 6.5 24,024 4,746

５
人
以
上

30
人
以
上

表１　月 間 現 金 給 与 額　

規模 産　　業

 現 金 給 与 総 額 きまって支給する給与

特別に支払わ
れ た 給 与所 定 内

給 与
所 定 外
給 与



２　労働時間

 (1) 事業所規模５人以上

　２月の総実労働時間数は、規模５人以上で前年同月比 3.3％増加の 135.2時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 3.2％増加の 123.5時間、所定外労働時
間数は、同 3.6％増加の 11.7時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 11.3時間（前年同月比 9.6％減少）、情報通信業
17.2時間（同 1.8％増加）、卸売業，小売業 9.0時間（同 2.1％減少）となった。

（図２－１、図２－２、表２）

 (2) 事業所規模30人以上

　２月の総実労働時間数は、規模30人以上で前年同月比 3.5％増加の 141.1時間となった。
　総実労働時間数のうち所定内労働時間数は、前年同月比 3.6％増加の 127.4時間、所定外労働時
間数は、同 3.0％増加の 13.7時間となった。
　主な産業別の所定外労働時間数は、製造業 13.2時間（前年同月比 10.2％減少）、情報通信業
18.0時間（同 2.3％増加）、卸売業，小売業 11.4時間（同 1.8％増加）となった。

（表２）
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図２－１ 労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計、５人以上－

図２－２ 所定外労働時間の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－



令和５年２月分

（単位：　日・時間・％）

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

前 年
同 月 比

調 査 産 業 計 16.8 135.2 3.3 123.5 3.2 11.7 3.6

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.0 155.5 6.5 132.6 7.8 22.9 -0.4

建 設 業 19.1 164.1 1.5 143.9 1.1 20.2 4.7

製 造 業 18.5 151.8 1.8 140.5 2.9 11.3 -9.6

電気・ガス・熱供給・水道業 17.8 154.2 1.3 135.2 -1.3 19.0 24.9

情 報 通 信 業 17.7 152.5 3.3 135.3 3.5 17.2 1.8

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.3 159.5 4.4 140.2 5.6 19.3 -3.0

卸 売 業 ， 小 売 業 17.1 134.4 1.9 125.4 2.2 9.0 -2.1

金 融 業 ， 保 険 業 17.3 142.3 3.3 126.2 4.0 16.1 -2.5

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 17.9 145.2 0.6 133.3 2.5 11.9 -17.4

学術研究，専門・技術サービス
業

18.1 155.7 5.4 138.9 4.9 16.8 8.3

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 12.7 90.9 7.9 84.7 5.9 6.2 47.6

生活関連サービス業，娯楽業 15.8 118.0 -2.7 112.7 -2.3 5.3 -11.7

教 育 ， 学 習 支 援 業 13.9 105.7 11.0 97.5 7.6 8.2 78.3

医 療 ， 福 祉 15.9 117.9 6.7 112.6 6.7 5.3 8.2

複 合 サ ー ビ ス 事 業 17.1 133.1 4.8 123.4 3.8 9.7 21.1

サービス業（他に分類されないもの） 17.3 137.5 2.5 125.1 2.1 12.4 6.0

調 査 産 業 計 17.1 141.1 3.5 127.4 3.6 13.7 3.0

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 18.0 155.5 6.5 132.6 7.8 22.9 -0.4

建 設 業 18.9 165.9 2.4 143.1 2.3 22.8 2.6

製 造 業 18.2 151.8 -0.4 138.6 0.6 13.2 -10.2

電気・ガス・熱供給・水道業 17.6 152.8 3.0 133.6 2.3 19.2 7.9

情 報 通 信 業 17.7 153.1 3.3 135.1 3.5 18.0 2.3

運 輸 業 ， 郵 便 業 18.1 158.0 4.2 138.6 5.9 19.4 -6.7

卸 売 業 ， 小 売 業 17.3 141.3 2.8 129.9 2.9 11.4 1.8

金 融 業 ， 保 険 業 17.3 143.3 3.5 125.5 3.9 17.8 0.6

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 17.6 144.0 0.7 130.8 2.2 13.2 -11.4

学術研究，専門・技術サービス
業

17.9 156.3 4.3 138.0 3.7 18.3 8.2

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 13.7 104.3 13.0 96.6 10.9 7.7 48.1

生活関連サービス業，娯楽業 14.9 115.2 -1.6 107.8 0.1 7.4 -21.2

教 育 ， 学 習 支 援 業 14.3 113.0 12.2 103.0 7.7 10.0 92.4

医 療 ， 福 祉 16.4 123.6 6.6 117.3 6.3 6.3 10.6

複 合 サ ー ビ ス 事 業 17.5 133.5 2.3 120.4 0.8 13.1 18.0

サービス業（他に分類されないもの） 17.2 138.1 2.8 125.2 2.2 12.9 8.4

５
人
以
上

30
人
以
上

表２　月間出勤日数及び実労働時間数　

規模 産　　業 出 勤 日 数
総 実
労 働

時 間 数

所 定 内
労 働

時 間 数

所 定 外
労 働

時 間 数



３　雇用

 (1) 事業所規模５人以上

　２月の常用労働者数は、規模５人以上で前年同月比 1.2％増加の 7,985千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 0.7％増加、情報通信業は前年同月と同水準、卸売
業，小売業 0.2％減少となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.3ポイント上昇し、24.5％となっ
た。

（図３－１、図３－２、表３）

 (2) 事業所規模30人以上

　２月の常用労働者数は、規模30人以上で前年同月比 1.2％増加の 5,608千人となった。
　主な産業別に前年同月比をみると、製造業 0.8％増加、情報通信業 0.9％増加、卸売業，小売
業 1.6％増加となった。
　常用労働者中のパートタイム労働者比率は、前年同月差 0.4ポイント下降し、17.1％となっ
た。

（表３）
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図３－１ 常用労働者数の推移（前年同月比） －調査産業計及び主な産業、５人以上－

図３－２ パートタイム労働者比率の推移（前年同月差） －調査産業計、５人以上－



令和５年２月分

（単位：　人・％・ポイント）

前 年
同 月比

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

前 年
同 月 差

調 査 産 業 計 7,984,725 1.2 1.69 0.21 1.87 0.13 24.5 0.3

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,248 -9.9 1.77 -0.23 1.37 -1.70 － -0.4

建 設 業 400,698 1.1 0.86 0.31 0.83 -0.49 4.1 0.3

製 造 業 473,262 0.7 0.80 0.00 1.11 0.23 7.8 -3.1

電気・ガス・熱供給・水道業 20,960 0.5 0.68 0.11 0.25 -0.70 2.6 -0.1

情 報 通 信 業 880,943 0.0 0.91 0.05 1.19 0.34 5.4 -0.4

運 輸 業 ， 郵 便 業 408,939 -1.1 1.39 0.48 1.42 0.37 10.7 -2.3

卸 売 業 ， 小 売 業 1,666,992 -0.2 1.43 0.31 1.84 0.04 26.0 0.6

金 融 業 ， 保 険 業 393,840 0.1 1.04 0.03 0.96 -0.18 7.2 0.6

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 250,039 3.3 1.26 0.22 1.27 0.18 13.3 1.9

学術研究，専門・技術サービス業 424,361 4.8 1.65 -0.16 1.02 -0.29 7.4 -1.4

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 693,175 7.6 5.45 1.72 5.16 1.19 74.8 6.1

生活関連サービス業，娯楽業 230,195 -0.6 2.57 0.22 2.99 1.47 39.3 6.4

教 育 ， 学 習 支 援 業 393,769 -0.4 1.32 -0.19 2.11 -0.05 35.1 -3.3

医 療 ， 福 祉 790,173 2.0 1.17 -0.30 1.57 -0.83 34.3 -4.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 28,270 -5.5 0.74 0.37 1.08 -1.62 18.0 -4.4

サービス業（他に分類されないもの） 927,861 0.5 1.91 -0.22 1.98 0.23 28.2 1.4

調 査 産 業 計 5,608,127 1.2 1.26 -0.03 1.49 0.00 17.1 -0.4

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 1,248 -9.9 1.77 -0.23 1.37 -1.70 － -0.4

建 設 業 261,546 0.5 0.58 -0.08 0.84 -0.63 1.7 0.0

製 造 業 346,592 0.8 0.69 0.12 0.90 0.15 6.6 -1.9

電気・ガス・熱供給・水道業 16,926 3.2 0.20 -0.53 0.31 0.02 2.0 0.1

情 報 通 信 業 788,359 0.9 0.73 -0.07 1.09 0.31 4.9 -0.5

運 輸 業 ， 郵 便 業 343,084 -0.8 1.39 0.65 1.41 0.36 9.9 -2.1

卸 売 業 ， 小 売 業 1,069,786 1.6 1.00 0.18 1.44 -0.11 16.1 0.9

金 融 業 ， 保 険 業 324,614 0.1 1.10 0.26 0.86 -0.09 7.0 0.4

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 177,678 1.9 0.96 0.36 1.08 0.34 10.6 -1.0

学術研究，専門・技術サービス業 311,263 5.5 1.74 0.17 1.23 -0.07 5.0 -1.0

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 228,214 3.5 4.31 0.08 4.02 0.85 60.0 11.9

生活関連サービス業，娯楽業 118,928 3.2 1.58 -1.54 2.85 1.23 32.7 0.3

教 育 ， 学 習 支 援 業 300,486 -0.2 0.94 -0.23 1.79 -0.12 27.9 -3.6

医 療 ， 福 祉 508,386 0.7 0.80 -0.63 1.14 -1.16 27.7 -5.9

複 合 サ ー ビ ス 事 業 17,144 -5.3 0.83 0.49 0.82 -2.32 18.6 -5.3

サービス業（他に分類されないもの） 793,873 0.3 2.04 -0.26 2.14 0.25 28.5 0.3

５
人
以
上

30
人
以
上

表３　常用労働者数及び労働異動率  

規模 産　　業
常 用

労 働 者 数

パートタイム
労働者比率

入 職 率 離 職 率


